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継続企業の前提に関する事項の注記に関するお知らせ 

 

日本レジデンシャル投資法人（以下、「本投資法人」といいます。）は、本日、平成 20 年 11 月期

の有価証券報告書における継続企業の前提に関する事項について、後発事象として下記のとおり注

記することを決定いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

平成 20 年 11 月期 財務諸表 

 

本投資法人のスポンサー企業であり、資産運用会社であるパシフィックレジデンシャル株式会社

（以下「資産運用会社」といいます。）の主要な株主であるパシフィックホールディングス株式会社

（以下「ＰＨＩ」といいます。）は、平成 21 年 1 月 27 日付で公表しているとおり、平成 20 年 11 月

期決算において債務超過となり、これに伴い財務制限条項に抵触している状況にあります。 

ＰＨＩは、その子会社であるパシフィックリアルティ株式会社（以下「ＰＲＬ」といいます。）と

ともに、資産運用会社との間のサポートライン契約に基づき、ＰＨＩ及びＰＲＬが保有する投資用

不動産に関する情報提供等、本投資法人の長期的な成長戦略を支える機能を果たしております。Ｐ

ＨＩ固有の問題は本投資法人の運営に直接支障をきたすものではありませんが、ＰＨＩの上述の事

態に伴い、本投資法人の今後の金融機関等からの資金調達に与える影響が懸念される状況にありま

す。 

本投資法人は、平成 20 年 11 月期におきまして、営業利益 4,535 百万円、経常利益 3,096 百万円、

当期純利益769百万円を計上し、特定資産の取得中止に伴う違約金による損失計上はあったものの、

業績は順調に推移しております。また、営業キャッシュ・フローも 5,413 百万円のプラスとなって

おり、本投資法人の収益面での重大な懸念は特にないものと考えております。 

また、本投資法人は、期末日現在まで借入金融機関と締結している基本合意書に規定する財務制

限条項には一切抵触しておらず、期末日後も各種経営指標等が同条項に抵触する事象の発生は、当
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面想定しにくいと認識しております。 

本投資法人は、期末日後 1年以内に返済又は償還期限の到来する借入金 38,453 百万円の借換え及

び投資法人債 18,000 百万円の償還資金の調達等について、取引金融機関と協議を進めております。

期末日後、本書の日付現在までに返済期限の到来した借入金 15,700 百万円については 15,100 百万

円の借換えを実行しておりますが、今後返済及び償還期限の到来する借入金及び投資法人債につい

て、このための資金の確保が円滑に行われない可能性があります。 

以上のように、本投資法人の資金繰り上の懸念事項が存在することにより、継続企業の前提に関

する重要な疑義が存在しております。 

本投資法人は、当該状況を解消し、財務基盤の維持・強化を図り、安定した資産運用を行うため、

以下に掲げる施策を推進しております。 

① 総資産に占める有利子負債の比率については、資産の譲渡等により、これを 2 年を目安に段

階的に 50％程度に低減する方針です。なお、資産の譲渡その他の施策につきましては、その

規模は未定ですが、不動産売買市場及び金融市場の動向を見据えながら実施いたします。 

② 本投資法人は、従来から取引金融機関との良好な関係を構築しており、引き続き良好な関係

を保つことにより、金融機関からの支援による資金繰りの確保を図ります。 

③ 期末日後 1 年以内に償還期限の到来する投資法人債については、新たな投資家への発行、金

融機関等からの借入、資産の譲渡等、平成 21 年 5 月末を目処に方法を決定し、円滑な償還を

図ります。 

 

以上のような状況から、財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑

義の影響を財務諸表には反映しておりません。 

 

（ご参考） 

平成 21 年 2 月 27 日および平成 21 年 2 月 28 日に返済期日を迎える既存借入金 30 億円および 79

億円の合計 109 億円の借換えについては、平成 21 年 2 月 25 日付「資金の借入れに関するお知らせ」

にて公表しているとおり、同額にて金銭消費貸借契約を締結済みです。 

 

以 上 

 

※ 本資料の配布先：兜倶楽部､国土交通記者会､国土交通省建設専門紙記者会 

※ 本投資法人のホームページアドレス http://www.nric.co.jp 
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